







































校や戸籍の事務処理を念頭に戸数 300〜500戸を標準として進められた。その結果、明治 21 年
に 71,314 あった市町村が翌年には 15,869 となった。昭和の大合併は第二次世界大戦後の地方
自治、特に市町村の役割を強化する必要から、新制中学校を効率的に設置管理していくため、
人口規模 8,000人を標準として進められた。その結果、昭和 28 年に 9,868 あった市町村が昭
和 36 年には 3,472 となった。今次の大合併は、人口減少・少子高齢化等の社会経済情勢の変
化や地方分権の担い手となる基礎自治体にふさわしい行財政基盤の確立を目的としたもので、
































































































また、明治の大合併が行われた明治 22 年から「町村合併促進法」が施行された昭和 28






































背景にあったのである。その結果、昭和 28 年に 9,868 あった市町村が、昭和 31 年には




















































新市町村建設促進法が一部失効した昭和 36 年から平成の大合併の基点となった平成 11
（1999）年の「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」の一部施行まで
の 38 年間にも、市町村数は 3,472 から 3,229 にまで減少している。この間の合併は、戦後の
高度経済成長にともなう都市化が進展するなかで、大きな人口規模を持つ地方都市が周辺町村
を吸収合併していく形態の合併が多くを占めていた。
平成の大合併とは、平成 11 年 4月に旧合併特例法が改定され、それが同 17 年 3月で失効
し、同年 4月に平成 22 年 3月までの時限立法として新合併特例法が施行されたことにともな

















































































体的な内容は、合併しても地方国税が減らないように保証する期間を従来の 5 年から 10 年へ
と延長し、さらに、合併後の新市町村のまちづくりのために、元利償還金の 70パーセントが
地方交付税で補填される特別の地方債を制度化するというものであった。今次の大合併は、こ
の改正が契機となって進展したものであった。この合併特例法の期限は平成 17 年 3月であっ









平成 12 年 5月に勝浦郡上勝町と那賀郡上那賀町・木沢村が「広域合併協議会」を設立し、
木頭村も同年 12月に相生町とともにこの協議会に参加した。この協議の過程で、同 13 年に上
勝町が協議会から脱退し、新たな協議会の枠組みが模索されることになった。同 14 年に木頭
村・相生町・上那賀町・木沢村により、「那賀川上流域合併協議会」が新たに発足し、合併に










れ、五町村一斉に臨時議会を開会し、平成 16 年 11月 19 日に「丹生谷合併協議会」が正式に










































































































































































た跡地等において、昭和 40 年代半ばまでに、毎年 40万ヘクタール弱の造林事業が行われた。
人工造林面積の多くを占めた拡大造林は、46 年度から急速に減少し、53 年度にはピーク時


















































































































































































書』によれば、前者は 767万ヘクタール、後者は 1,741万ヘクタールで、その比率は 31パー
セントと 69パーセントである。民有林は公有林と私有林とに分けられる。公有林と私有林の




































































標を素材生産量の増大と林業雇用者数の増加とし、平成 22 年度の 5万立方メートル、139名









































那賀町の林業振興策は、徳島県が平成 17 年に開始した「林業再生プロジェクト」平成 19 年
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